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１．当中間期の業績（２００４年３月１日～２００４年８月３１日） 

(１) 経営成績                                                       金額表示：百万円未満切捨 

 総売上高 前中間期増減率 営業利益 前中間期増減率 経常利益 前中間期増減率

当中間期 216,242 (△0.4％)  7,261 (＋29.2％)  7,252 (＋38.8％)

前中間期 217,172 (△2.8％)  5,621 (＋193.1％)  5,225 (＋72.0％)

04 年 2 月期 448,211 (△1.3％) 13,265 (＋99.4％) 14,013 (＋73.5％)

 

 中間純利益 前中間期増減率

総 売 上 高 

営業利益率 

総 売 上 高 

経常利益率 

当中間期  7,565 (＋65.0％) 3.4％ 3.4％ 

前中間期  4,584 (△67.9％) 2.6％ 2.4％ 

04 年 2 月期 13,574 (△45.7％) 2.9％ 3.1％ 
 

(２) 配当状況 

 １株当たり １株当たり 

 中間配当金 年間配当金 
 円  銭 円  銭

当中間期 － － 

前中間期 － － 

04年 2月期 － － 

 

(３) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

当中間期 297,682 百万円    12,265 百万円         4.1％     47,174 円 38 銭 

前中間期 285,926 百万円   △4,220 百万円         ―   △16,232 円 38 銭 

04 年 2 月期 284,348 百万円     4,825 百万円         1.7％     18,561 円 30 銭 

期末発行済株式数 当中間期 260 千株  前中間期 260 千株  04 年 2 月期 260 千株

 

２．２００５年２月期の業績予想（２００４年３月１日～２００５年２月２８日） 

総売上高 営業利益 経常利益 

455,000 百万円 16,000 百万円 14,000 百万円 
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３．経営成績及び財政状態 

 
（１） 経営成績 
 

当中間期の経営成績につきましては、以下の通りとなりました。 
 
・ 総売上高 2,162億円 前年差△9億円。 

内訳は、店舗事業△10億円、法人外商事業＋1億円。 
なお、当中間期の総売上高増減率は△0.4%ですが、構造改善実施 6店舗の増減率は＋1.8%（未
実施 5店舗計△4.5%）となりました。 

・ 営業利益 72億円  前年差＋16億円。 
   内訳は、営業総利益 574億円（＋11億）、販売管理費 501億円（△6億）となりました。 

また、総売上高営業利益率は 3.4%となり、前年から 0.8%増加いたしました。 
・ 経常利益 72億円  前年差＋20億円。 
・ 特別利益 23億円。 
   主な内訳は、投資有価証券売却益等です。 
・ 特別損失 20億円。 
   主な内訳は、固定資産の除却損・撤去費等です。 
・ 当期純利益 75億円 前年差＋30億円。 
 

（２） 財政状態 
 

当期の財政状態につきましては、以下の通りとなりました。 
 
・ 総資産 2,976億円 04年 2月期差＋133億円。 

固定資産の主な増減内訳は、広島店等の店舗構造改善等設備投資＋47 億円、不動産の売却△17
億円、減価償却△38億円、除却△6億円などとなっております。 

・ 総負債 2,854億円 04年 2月期差＋59億円。 
借入金の主な増減内訳は、借入方式の変更により＋172億円、長期借入金の約定返済等により△
100億円となっております。 

・ 自己資本 122億円 04年 2月期差＋74億円。 
 
 ＜自己資本額の推移＞ 

03 年 8 月期 04 年 2 月期 04 年 8 月期 

△42 億円 48 億円 122 億円 
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（３）2004年度下期に対処すべき課題 

2004年度下期につきましては、次なる成長へ向けた営業体制を整える半期と位置付け、上期から
の重点テーマである営業力修復と仕事の仕方の変革を継続し、顧客からの信頼回復に全力を挙げ

てまいります。顧客からの発想、現場からの発想を重視し、改革のスピードを加速していくべく

下記施策に取り組んでまいります。 
 
・グループとしての取り組み 
① ストアオペレーションの継続改善と要員構造の適正化 
② パーソナルマーケティングと上得意顧客政策の推進 
③ 商品政策の見直し、シニア・マチュアマーケットへの対応強化 
④ テナント事業の基盤整備と収益力強化 
⑤ 複合商業施設化の推進 

    
・当社としての取り組み

１）複合商業施設化の更なる推進 

・ 各店舗において、マーチャンダイジングミックス、快適空間の提供、イベント・エンターテイメント企

画の充実を図る 

・ 店舗営業投資による顧客の関心が高い領域・ライフスタイルニーズへの対応力強化 

 

２）シニア・マチュア顧客対応の更なる強化 

・ 重点１５売場を中心に、マーチャンダイジング及び企画の充実、本格化を図る 

 

３）パーソナルマーケティングの実践 

・ 上得意顧客への重点施策の実施、お得意様部門の強化 
・ 「顧客をつくる」売場活動、「顧客を守る」店舗活動の精度向上 

 
４）売場再編と要員構成の適正化推進 
・ 売場再編、売場職務再設計による売場運営の強化、効率化の推進 
・ 係長を中心とした現場力、販売力の強化 

 
５）心斎橋プロジェクトの本格的な推進 
・ 心斎橋店開店準備室が本格稼動 
・ ０５年秋の開店に向けてのプロジェクトの確実なる推進 

 
ミレニアムリテイリンググループとして、㈱西武百貨店をはじめとするグループ会社とのシナジ

ー経営を生かし、更なる企業価値の向上を図ってまいります。 
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比較貸借対照表 

（単位：百万円） 

 

 

前中間事業年度 

（03.8.31） 

当中間事業年度 

（04.8.31） 

前事業年度 

（04.2.29） 

（資 産 の 部）            

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 上 債 権 

棚 卸 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

６０，４８１ 

３２，３９８ 

７，３８３ 

１０，１９０ 

１０，５３９ 

△３０ 

８１，０５２  

  ５１，９７９  

７，５４３  

８，９９８  

１２，５３４  

△２  

６０，５３２ 

  ３２，１４１ 

８，７６９ 

９，５３０ 

１０，１４３ 

△５３ 

 

固 定 資 産 ２２５，４４４ 

 

２１６，６２９  ２２３，８１６ 

有 形 固 定 資 産 

建 物 等 

土 地 

１１９，５２３ 

６８，０４４ 

５１，４７９ 

１２１，１０３  

７２，２７７  

４８，８２５  

１２１，１２８ 

７１，１５０ 

４９，９７７ 

無 形 固 定 資 産 １９，７０６ １９，６１０  １９，７７５ 

投 資 等 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

８６，２１４ 

２，１２２ 

４３ 

７４，２８５ 

１０，８３１ 

△１，０６９ 

７５，９１５  

１，５６５  

２１  

６７，４５８  

７，６４２  

△７７１  

８２，９１２ 

２，２０８ 

３１ 

７２，７８２ 

８，７９０ 

△９００ 

  

資 産 合 計 ２８５，９２６ ２９７，６８２  ２８４，３４８ 
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前中間事業年度 

（03.8.31） 

当中間事業年度 

（04.8.31） 

前事業年度 

（04.2.29） 

（負 債 の 部）  

流 動 負 債 

買 入 債 務 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

商 品 券 

そ の 他 

１２８，２６４ 

１８，４１８ 

７７，３２８ 

７，７６１ 

１３，９８０ 

１０，７７４ 

９２，２７９  

１７，２８５  

４４，１６０  

７，９６１  

１０，１４４  

１２，７２７  

１２８，０６３ 

１７，４２３ 

７９，４９７ 

８，８２１ 

９，７５２ 

１２，５６８ 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退職給付引当金 

そ の 他 

１６１，８８２ 

１５１，４４７ 

６，８１４ 

３，６２１ 

 

１９３，１３７  

１８３，７９６  

４，１２５  

５，２１５  

１５１，４５９ 

１４１，３１７ 

４，１６２ 

５，９７９ 

  

負 債 合 計 ２９０，１４７ ２８５，４１７  ２７９，５２２ 

（資 本 の 部）  

資 本 金 １３０ １３０  １３０ 

資 本 剰 余 金 ３７，７０９ ５００  ５００ 

利 益 剰 余 金 △４２，１４８ １１，６１７  ４，０５１ 

評 価 差 額 金 ８８ １８  １４４ 

  

資 本 合 計 △４，２２０ １２，２６５  ４，８２５ 

合      計 ２８５，９２６ ２９７，６８２  ２８４，３４８ 
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比較損益計算書 

（単位：百万円） 

 

 

前中間事業年度 

（03.3.1～03.8.31） 

当中間事業年度 

（04.3.1～04.8.31） 

前事業年度 

（03.3.1～04.2.29） 

総 売 上 高

そ の 他 の 営 業 収 入

２１７，１７２

１，５５８

２１６，２４２ 

２，５６３ 

４４８，２１１

４，４５５

営 業 収 益 計 ２１８，７３１ ２１８，８０６ ４５２，６６７

売 上 原 価 １６２，３４０ １６１，３５８ ３３４，６４８

販売費及び一般管理費 ５０，７６８ ５０，１８５ １０４，７５２

営 業 費 用 計 ２１３，１０９ ２１１，５４４ ４３９，４０１

営 業 利 益 ５，６２１ ７，２６１ １３，２６５

受 取 利 息 ・ 配 当 金 ７５ ９４ １５２

その他の営業外収益 ２７４ １，０６３ ２，９１９

営 業 外 収 益 ３５０ １，１５７ ３，０７２

支 払 利 息 ５０６ ６３０ ９５３

その他の営業外費用 ２３９ ５３７ １，３７０

営 業 外 費 用 ７４６ １，１６７ ２，３２４

経 常 利 益 ５，２２５ ７，２５２ １４，０１３

特 別 利 益 ８，５２９ ２，３７３ １３，１００

特 別 損 失 ９，１４７ ２，０５６ １３，４９２

税 引 前 当 期 純 利 益 ４，６０７ ７，５６８ １３，６２１

法人税、住民税及び事業税 ２２ ３ ４６

当 期 純 利 益 ４，５８４ ７，５６５ １３，５７４

 

―  ― ６


